
様式３
	事　業　者

管　理　者
	は下記１号～１４号の欠格要件に該当しない者であることを誓約する書面

	
	
１号　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの
２号　建設業法第二十九条第一項第五号若しくは六号に該当することにより一般建設業の許可若しくは特定建設業の許可を取り消され、又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条の４若しくは第１４条の３の２(第１４条の６において読み替えて準用する場合を含む以下この号において同じ｡)により許可を取り消され、その取り消しの日から五年を経過しない者　
３号　２号の許可の取り消しの処分に係る行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十五条の規定による通知があった日から当該処分があった日又は処分をしないことの決定があった日までの間に処分の事業の全部の廃止届出をした者で当該届出の日から五年を経過しない者　
４号　２号の許可の取り消しがあった場合あるいは３号に規定する期間内に３号の届出があった場合において、３号の通知の日前六十日以内に当該法人の役員若しくは使用人(註１)であった者又は当該個人の使用人(註１)であった者で、２号の許可の取り消しがあった場合には取り消しの日から、３号の届出があった場合には当該届出の日から五年を経過しない者
５号　建設業法第二十八条第三項又は第五項の規定により営業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者
６号　建設業法第二十九条の四の規定により営業を禁止され、その禁止の期間が経過しない者
７号　禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者
８号　建設業法、建設工事の施工若しくは建設工事に従事する労働者の使用に関する法令の規定で建設業法施行令で定めるもの(註２)、廃棄物の処理及び清掃に関する法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）の規定（同法第三十一条第七項の規定を除く）に違反したことにより、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条 、第二百六条､第二百八条、第二百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者
９号　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由があるもの
１０号　暴力団等による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）
１１号　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号のいずれかに該当するもの
１２号　法人でその役員又は使用人(註１)のうちに、１号から４号まで又は６号から１０号までのいずれかに該当する者のあるもの
１３号　個人で使用人(註１)のうちに、１号から４号まで又は６号から１０号までのいずれかに該当する者のあるもの
１４号　暴力団員等がその事業活動を支配するもの

（註１）使用人とは、申請者の使用人で次のいずれかに掲げるものの代表者であるもの
　　　　　　本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所）及び継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で業に係る契約を締結する権限を有する者を置くもの
（註２）建設工事の施工若しくは建設工事に従事する労働者の使用に関する法令の規定で政令で定めるものとは、建築基準法、宅地造成等規制法、都市計画法、景観法、労働基準法、職業安定法、労働者派遣法の規定で政令で定めるものとする。
	

	
事業者 管理者 は上記１号～１４号のいずれにも該当しない者であることを誓約します。
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